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第三章 多国籍企業の特許戦略 とMNE理 論の新展開

第一節 多国籍企業の企業内技術移転とMNE理 論

多国籍企業による特許戦略使用の実態について考察 した研究は,こ れまでに

も数多 く存在 している。すなわち,こ の事実は,多 国籍企業が特許効力を前提

としたライセンシングを技術管理戦略の一部 として現実に利用 していたことを

意味す る。 しか し,そ うした事実は,FDIを 唯一の技術管理戦略 と主張する

MNE理 論 との問に,大 きな理論的矛盾 を生み出す ことになる。

例えば,確 かに前章での考察では,MNE理 論が,い わゆる"特 許権化の実

効性"を 否定するに至った真因 として,国 際特許制度への懸念とともに,新 た

に特許制度の構造 的欠陥(金 銭コス ト,法 律コス ト,出 願公開コス ト)の 存在

が明らかにされ,こ うした様々なコス ト,す なわち 「知識の消散リスク」の存

在が多国籍企業をして特許戦略の選択 を躊躇させている事実 を確認 し得た。特

許権取得や権利維持 に要する金銭的な負担 により十分な特許包囲網を構築 し得

ないことや,特 許侵害訴訟でのライセンサー側敗訴の高確率,さ らには米国を

除 きグローバル ・スタンダー ド化 していた諸外国の出願公開制度の存在等,い

ずれも当時の米国多国籍企業にとっては外国市場参入方式の選択肢か ら特許戦

略を排除 し得るに足 る,有 力な 「知識の消散リスク」であったと考えられる。

つま り,結 論 として,MNE理 論は特許効力 を信用 してお らず,そ のため多

国籍企業が自らの 「知識」を特許戦略で専有しようとする行為 自体 を否定して

いるのである。 しかし,現 実の多国籍企業が特許戦略を多用 ・駆使 しているこ

とは,紛 れもない事実である。

では,MNE理 論生成当時の多国籍企業による特許戦略の実態 とは,一 体 ど

のようなものなのであろうか。本節では,先 ず1960～70年 代の米国多国籍企業

による技術移転状況について分析 を行った,デ ビッドソン(W.H.Davidson)

やマ ンスフィール ド(E.Mansfield)ら の研究を基 に,当 時の米国多国籍企業

による特許戦略の実態 について再検討することを行 うこととしたい。
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デ ビ ッ ドソ ン は,1946～75年 に 米 国 市 場 へ 導 入 さ れ た580の 製 品 につ い て,

当 時 の米 国 多 国籍 企 業32社 が 行 っ た ラ イ セ ン シ ン グ1)を 相 手 先 組 織(=ラ イセ

ン シ ー)別 に分 類 して い る(表12参 照)。 同 表 に よ る と,1960年 代 を 契 機 と し

て ラ イ セ ン シ ー の 選 択 比 重 は,資 本 関 係 の 無 い 「非 関 連 企 業(lndependent

Licensees)」 や 「少 数 持 ち株 合 弁 企 業(Minority-ownedJointVentures)」 か

ら,FDIに よ っ て 設 立 した 「完 全 所 有 子 会 社(Wholly-ownedSubsidiaries)」

へ と移 行 して い る こ とが判 る2)。

つまり,1960年 代を境に米国多国籍企業は,そ の取引形態を内部市場取引へ

と移行 し始めた,と いうことである3)。菰田氏は,こ うした動 きを 「ハイマー

等の企業内技術移転 と技術の秘匿の理論」,す なわちMNE理 論の延長線上に

あるもの として捉 えている4)。

表12580製 品の技術移転:移 転経路の種類と米国市場への導入年による分類

米国市場へ

の導 入年

技 術 移 転 の 比 率
合 計

非 関 連 企 業 少数持ち株合弁企業 多数持ち株合弁企業 完全所有子会社

1946～55年

1956～65年

1966～75年

29.2%

23.6%

18.1%

18.2%

20.1%

4.7%

6.2%

4.5%

3.9%

46.3%

51.9%

73.4%

982

628

233

合計 25.9% 17.1% 5.3% 51.6% 1,843

(出 所)W.H。Davidson,(1980),ExperienceEffectsinInternationalinvest〃zentandTech-

nologyTransfer,UMIResearchPress,p,39。

1)デ ビ ッ ド ソ ンは,「 ラ イ セ ン シ ン グ 活 動 」 に つ い て,米 国 多 国 籍 企 業 と何 ら の 資

本 関 係 の 無 い 独 立 企 業 へ の 「委 託 生 産(thecontractedmanufactureofapro-

duct)」 と して 定 義 し て い る 。W.H.Davidson,(1980),ExperienceEffectsinIn-

ternationalInvest〃zentandTechnologyTransfer,UMIResearchPress,p.38.こ

の 点 に 関 し て は,菰 田,前 掲 論 文,第32巻 第1・2号,1982年,14頁,を 参 考 と

した 。

2)Davidson,(1980),op.cit.,pp.38-39.

3)こ の 点 に 関 し て は,菰 田 文 男 「技 術 移 転 の 理 論 と 国 際 技 術 移 転 」『山 口 経 済 学 雑 誌 』

第32巻 第1・2号,1982年9月,14頁,林 悼 史 『多 国 籍 企 業 と知 的 所 有 権 一 特 許

と技 術 支 配 の 経 済 学 一 』 森 山書 店,1989年,214～215頁,を 参 考 と し た 。

4)菰 田,前 掲 書(下),山 ロ 大 学 経 済 学 会,1984年,49頁 。 ま た,林 氏 も,米 国 多

国 籍 企 業 に よ る 「排 他 的 な企 業 内技 術 移 転 」 の 理 論 背 景 と して,MNE理 論 を 代

表 す る 内 部 化 理 論 を挙 げ て い る 。 林,前 掲 書,森 山 書 店,1989年,258頁 。
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しか しなが ら,デ ビッドソン自身 も指摘 しているように,「合計」では技術

移転先の4割 以上がライセンサーの 「支配」の及ばない企業群によって占めら

れている5)。つまり,そ の移転比率で見る限 り,相 手先組織全体における非関

連組織の占める割合は依然 として高い,と いうことである。このことは,現 実

の米国多国籍企業が特許効力を前提としたライセ ンシング,す なわち特許戦略

を多用 していたことを意味する。つまり,こ こまでの考察か ら判断すれば,特

許戦略を否定するMNE理 論は実体経済を正確に捉えておらず,そ の意味では

理論的に破綻 していることになる。

ところが,デ ビッドソンの研究には"続 き"が 存在する。デビッドソンは,

次に 「ライセ ンシー」 と 「製品特性」,「技術移転速度」の関係について考察を

行っている。そ して,そ こから明らかにされた事実 とは,米 国多国籍企業のラ

イセンシング行動にはある一定のパターンが存在する,と いうことであった。

そ して,そ のパ ターンとは次のようなものである。すなわち,「技術革新に基

づいて開発 された製品(Innovations)」 の場合には,市 場導入後1～3年 間は

内部化 される傾向が強 く,市 場導入後4～5年 経過 した後に非関連企業へ とラ

イセ ンシングへ と廻 される傾向が強い ということ,逆 に 「模倣に基づいて開発

された製品(lmitations)」 の場合 には,市 場導入後1年 を待 たずに非関連企

業ヘライセンシングされる傾向が強い,と いうものである6)(表13参 照)。

表13米 国市場導入後の期間,非 関連企業比,製 品特性による580製品の技術移転分類

製品特性による技術移転分類 製品数
技術移転:米 国市場導入後の期間

合計
1年 以下 2～3年 4～5年 6～9年 10年以上

技術革新に基づいて開発された製品 221 70 117 106 140 399 832

「 非関連企業比
1

14.3% 19.7% 50.5% 25.0% 29.1% 28.5%

模倣に基づいて開発された製品 359 110 135 93 191 482 1,011

「 非関連企業比
1

15.5% 29.7% 19.3% 24.1% 24.9% 23.7%

580 180 252 199 331 881 1,843合計

「 非関連企業比
1

15.0% 25.0% 35.2% 24.5% 26.7% 25.9%

(出 所)ibid.,P.81.

5)Davidson,(1980),op.cit.,p.38.
6)ibid.,pp.80-82.
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つ まり,表12に おいて明らかにされた,米 国多国籍企業による約4割 に及ぶ

非関連企業へのライセンシングの実態とは,「模倣」に基づいて開発 された類

似製品や,本 国において特許権化から時間の経過した陳腐化技術を対象として

い た,と 考 え られ るの で あ る 。 そ れ は,い わ ば 「技 術 の ラ イ フサ イ ク ル」 に お

ける 「標準化ないし成熟」段階,あ るいは 「成長期」に位置する 「知識」を対

象 としたライセンシングであると言える7)。同様な指摘は,マ ンスフィール ド

らの研究にも見出すことができる。

マ ンス フ ィー ル ド らは,1974年 に 米 国 多 国 籍 企 業23社 のR&Dプ ロ ジ ェ ク

トを対象に,海 外への技術移転チャンネルとその収益率の関係について調査を

行 っ て い る(表14参 照)。 こ れ に よ る と,前 出 の デ ビ ッ ドソ ン の研 究 同 様,新

た に 開 発 した 「知 識 」 の な か で も 「期 待 収 益 率(estimatedrateofreturn)」

が 高 く見 込 まれ て い るR&Dプ ロ ジ ェ ク トほ ど 「海 外 子 会 社(foreignsub-

sidiary)」 へ と移 転 さ れ,逆 に 「期 待 収 益 率 」 が 低 く見 込 まれ て い るR&Dプ

ロ ジ ェ ク トほ ど非 関 連 企 業 へ と 「ラ イ セ ン シ ン グ(licensing)」 され て い る こ

とが 判 る8)。

7)菰 田 文 男 稿 「技 術 革 新 ・移 転 の 理 論 と メ カ ニ ズ ム 」 林 悼 史 ・菰 田 文 男 編 著 『技 術 革

新 と現 代 世 界 経 済 一 技 術 開 発 ・移 転 シ ス テ ム の 国 際 比 較 一 』ミ ネ ル ヴ ァ書 房,1993

年,17頁,同 稿 「技 術 移 転 の 理 論 と 日 本 の 技 術 移 転 」 陳 柄 富 ・林 悼 史 編 著 『ア ジ

ア の 技 術 発 展 と技 術 移 転 』 文 眞 堂,1995年,19～20頁 。

8)こ の 点 に 関 して は,林,前 掲 書,森 山 書 店,1989年,216～217頁,を 参 考 と し た 。

ま た,マ ンス フ ィ ー ル ドら の 指 摘 か ら も明 らか な 通 り,こ の 当 時 か ら 米 国 多 国 籍

企 業 は 国 際 技 術 移 転 体 制 を整 備 す る こ と に よ り,本 国 か らの 輸 出 を 経 由 せ ず に 直

接,期 待 収 益 率 の 高 い 開 発 技 術 を 海 外 子 会 社 へ と移 転 し,製 品 化 させ て い た と さ

れ る 。EMansfield,A,Romeo,M.Schwarz,D.Teece,S.WagnerandBrach,P.

(1982),TechnologγTransfer,1)roductivilyandEconomic1)olic.y,W.W.Norton

&Co,p.62.ま た は,林,前 掲 書,森 山 書 店,1989年,216頁,を 参 照 の こ と。

こ れ は,米 国 多 国 籍 企 業 が 輸 入 制 限 を 行 っ て い る 国 々 へ 製 品 を 送 り込 む た め,海

外 現 地 生 産 体 制 の 確 立 を 目指 して い た動 き と合 致 して い る 。 こ の 点 に 関 し て は,

P.Jennings,(1970),"ResponsetoRepresentativeWindfall'srequesttosubmit

fortherecordevidenceregardingU.S.consumerpricesofforeign-madepro-

ducts,"AForeignEconomicI)olicyfortheヱ970蓉,(HearingsbeforetheSub-

committeeonForeignEconomicPolicyoftheJointEconomicCommittee,Con-

gressoftheUnitedStates,Ninety-FirstCongress,SecondSession,Part4-The
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表14商 業化後5年 以内に海外へ移転された新技術の予想チャンネル,

ジェクト別分類

R&Dプ ロ

(単位:%)

ゴ ー
技 術 移 転 チ ャ ン ネ ル

カ テ リ 合計
海外子会社 輸 出 ライセンシング 合弁企業

全R&Dプ ロ ジ ェ ク ト:

16の製造業企業 85 9 5 0 100

7の 主要化学企業 62 21 12 5 100

プ ロ ジェ ク トの 目的

全 く新 しい製品 72 4 24 0 100

製品の改良 69 9 23 0 100

全 く新 しい工程 17 83 0 0 100

工程改良 45 53 2 1 100

(商業化 された場合の)期待収益率

20%以 下 36 19 38 7 100

20～39% 46 29 19 5 100

40%以 上 100 0 0 0 100

(出 所)E.Mansfield,A.Romeo,M.Schwarz,D,Teece,S.WagnerandBrach,P.,(1982),

TechnologyTransfer,Productivi!yandEconomicPolicy,W.W.Norton&Co.,

P.61.

こうしたデビッドソンやマンスフィール ドらの研究に対 して,前 出の菰田氏

は,1960～1970年 代の米国多国i籍業による特許戦略の実態について,次 のよう

に述べている。

「これらの研究の示すことは,第 一に高度で最新の技術ほど,ま た収益率の

高い技術 ほど,企 業内技術移転 され秘匿されがちであること,ま たその反面で

現地生産にともなうコス ト上の不利 も相殺しうるということである。第二に技

術が多 くの企業に移転 し標準化するにつれて,非 関連競争企業ヘライセンス し,

技術料収入をえているとい うことである。標準化すれば秘匿の効果は薄れ,む

しろ他企業に先んじて技術料収入を獲得するほうが有利となる9)。」

MultinationalCorporationandInternationalInvestment,July27,28,29,and30,

1970),U.S.GovernmentPrintingOffice,Washington,pp.817-818.(ポ ー ル ・

ジ ェ ニ ン グ ス 稿 「産 業 と職 場 の 流 出 」 藤 原 勝 博 ・丹 下 正 訳 『多 国 籍 企 業 の 将 来 一

現 状 分 析 と未 来 性 』 サ イ マ ル 出 版 会,1972年,86～88頁),を 参 照 の こ と。

9)菰 田,前 掲 書(下),山 口 大 学 経 済 学 会,1984年,50～5ユ 頁 。
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つまり,1960～1970年 代の米国多国籍企業による特許戦略は,確 かに特許効

力を前提 とした非関連組織へのライセ ンシングとい う形でその戦略の存在を確

認することがで きるものの,そ の実態は標準化 した 「知識」の外部市場取引に

過 ぎない,と いうことなのである。

とすれば,デ ビッドソンらによって明らかにされた特許戦略とMNE理 論の

否定するライセンシングとは,や は り明確に区別されなければならないであろ

う。なぜならば,MNE理 論が否定 したライセンシングとは,そ の取引対象と

なる 「知識」 を 「企業特殊的優i位」 として捉えていたか らである。すなわち,

MNE理 論の想定する 「知識」 とは,当 時の最新かつ最高水準の特許技術(=

発明)で あったと考えられるのである。そ して,そ の意味ではデビッドソンら

の研究は,決 してMNE理 論の主張と相反する性質のものではな く,む しろ同

主張 を"補 強"す る役割を果た していると言える。なぜならば,結 果的に彼 ら

の研究は,MNE理 論の主張,す なわちFDIと ライセンシング(=特 許戦略)

が同列視され得ないことを"逆 説的"に 証明 しているか らである。

デビッドソンらの研究によると,現 実の多国籍企業は,技 術革新に基づいて

開発 され期待収益率の高い 「知識」 ほどライセ ンシングの対象か ら外 し,

FDIに よる企業内技術移転へ と振 り向ける傾向にあるとされている。そして,

こうした研究結果は,取 引対象 となる 「知識」が 「企業特殊的優位」であれば

こそ 「知識の消散 リスク」が高 くなり,外 国市場参入方式の選択肢か らライセ

ンシングを除外 しなければならないと説 くMNE理 論の主張 と,ま さに合致 し

ている。

つま り,デ ビッドソンらの研究は,逆 説的にFDIの 有効性を説いてお り,

結果 として 「非関連企業への技術 ライセンスと直接投資との間には代替的関係

がある10)」とす るMNE理 論展開を,む しろ積極 的に支持 していることにな

るのである。なぜならば,こ うした先行研究は,結 局,ラ グマ ンらの内部化理

論に包摂 されてしまうか らである。例えば,外 国市場参入方式 としてライセン

10)菰 田,前 掲 論 文,第48巻 第1・2号,1981年4月,81頁 。
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シングの選択を頑なに拒否 し続けたラグマンも,デ ビッドソンらの明らかにし

たような特許戦略の内容であれば,決 して自らの理論展開に抵触せず,む しろ

積極的に理論内において容認され得 ると述べている。

「多国籍企業 というものは,初 めか らライセンシング契約を結ぶ ことによっ

て自らの企業特殊的優位性 を消散 して しまうような危険を侵すようなことはし

ない。その代わ り,多 国籍企業 とは実際,そ うした優位性がほとんど失われた

ような時,す なわち標準化された製品の生産段階では,ラ イセンシングを好む

傾向にある11)。」

しか しなが ら,こ うしたラグマ ンの指摘する 「標準化」された生産段階での

「知識」を移転対象とした特許戦略 とは別に,「企業特殊的優位」にある「知識」,

すなわち最新特許技術 を非関連組織へのライセンシング対象 とする特許戦略も

また,確 かに実在 しているのである。では,そ うした特許戦略の選好ケースと

は,一 体 どの ようなものなのであろうか。 また,MNE理 論との理論的な整合

については,一 体 どのように理解するべ きであろうか。

第二節 特許戦略の選好ケースとMNE理 論

これまでの考察か ら,多 国籍企業は確かにロイヤルティ収入を主な目的 とし

た特許戦略を行っているものの,そ の内実は,FDIが 選択で きない場合の"不

本意"な 代替措置や,本 国で使い古された特許技術のライセ ンシング等であっ

たことが明 らかにされた(表15参 照)。 そ して,こ うした特許戦略の場合は,

同戦略をFDIの"セ カンド・ベス ト(secondbest)"と して位置付けるMNE

11)A.M.Rugman,(1980),"ANewTheoryoftheMultinationalEnterprise:Inter.

nationalizationVersusInternalization,"TheColumbialoarnalof17Vorld

Business,Vol.XV,Number1,Spring,p.24.ま た は,A.M.Rugman,(1980),

Multinationalsin(】anada'Theory,Performance,andEconomicImPact,Marti-

nusNijhoffPublishing,p.34,50-59.Rugman,(1981),op.cit.,p.74.(邦 訳,61頁),

を 参 照 の こ と。 こ の 点 に 関 して は,金 綱,前 掲 論 文,第45・46合 併 号,1995年3

月,17頁,長 谷 川,前 掲 論 文,第39巻,1989年,39頁,長 谷 川 信 次 『多 国 籍 企 業

の 内 部 化 理 論 と戦 略 提 携 』 同 文 舘,1998年,60頁,を 参 考 と し た 。
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理論の論理展開にも抵触せず,む しろ同理論を補強する役割を担い得ることも

同時に確認することができたのである。つま り,そ れらは,い わば"MNE理

論の肯定する特許戦略"で ある,と 言うことができる。

表15非 資産的国際関与形態が増大する理由

① 標準化製品の成長

② 第三者への再販売 をより困難な ものとす る世界の財 ・要素市場の細分化の増大

③ 対外直接投資 と多国籍企業 に対する政府規制の拡大

(注)非 資産的国際関与形態 とは,「現地側の参加 を盛 りこんだ契約提携措置」 を意味 し,

具体的にはライセ ンシ ングや合弁企業,あ る程度の契約後の統制が保たれるような国

際関与の諸形態 を指すとされる。

(出所)Rugman,(1981),op.cit.,p.74。(邦 訳,61頁)。

しか し,こ う した 特 許 戦 略 の 選 好 ケ ー ス は,い ず れ も技 術 管 理 戦 略 と して 特

許 戦 略 がFDIよ り も何 ら か の 意 味 で"劣 位"に あ る こ と を前 提 と して お り,

外 国市 場 参 入 方 式 と して の積 極 的 な意 義 を見 出 し得 な い もの ば か りで あ っ た 。

で は,こ う した選 好 ケ ー ス とは 別 に,多 国 籍 企 業 が 特 許 効 力 を前 提 と した特 許

戦 略 を外 国 市 場 参 入 方 式 と して 選 好 す る ケ ー ス とは,一 体 どの よ う な もの で あ

ろ う か。 本 節 で は,最 新 特 許技 術 を非 関 連 組 織 へ と ラ イセ ン シ ン グす る とい っ

た,い わ ば"MNE理 論 の 否 定 す る特 許 戦 略"が 選 好 され る ケ ー ス に つ い て,

先 行 研 究 を基 に改 め て 考 察 を行 う こ と と した い 。

例 え ば,バ ラ ン ソ ン(J.Baranson)は,「 国 際 企 業(lnternationalfirms)」

がFDIよ り も ラ イ セ ン シ ング を選 好 す る ケ …一・ス と して,以 下 の 五 ケ ー ス を挙

げ て い る12)(表16参 照 〉。 そ し て,こ れ らの う ち積 極 的 な事 業 目的 か ら最 新 特

許 技 術 を非 関 連 組 織 へ とラ イセ ンシ ン グ して い る ケ ー ス,い わ ゆ る"MNE理

論 の 否 定 す る特 許 戦 略"の 選 好 理 由 と して成 立 し得 る の は,① の 後 半 部 分,④,

⑤,の 三 ケ ー ス で あ る と考 え られ る。

12)J.Baranson,(1970),"TechnologytransferthroughtheInternationalFirm,"The

AmericanEconomicReview,May,p.437.こ の 点 に 関 して は,多 国 籍 企 業 研 究

委 員 会 編,前 掲 書,社 団 法 人 世 界 経 済 研 究 協 会,1972年8月,49～50頁,を 参 考

と した 。
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表16FDt,ラ イセ ンシ ングの 選好理 由

① 現地で資金調達や人的資源の利用が可能

な場合。

② 現在や将来の市場成長を直接支配するこ

とが望 ましい場合。 と くにライフサイクル

の長い製品や技術 を有 している場合。

③ 企業が ライセ ンシングによって,価 値あ

るノウハ ウを漏洩させて しまうこと,あ る

いは安定 した市場 での 自社 の地位が脅 かさ

れることを恐れる場合。

④ 技術移転の内容が,一 連の製品群を含ん

でいる場合,あ るいはマーケティングや資

金調達の統合化された経営技術その もので

ある場合。

⑤ 技術が高度に複雑化 している,あ るいは

海外子会社に工業知識の素養がないか,技

術移転の内容か ら移転を貫徹す るために長

期的 ・継続的関係 を必要 とす る場合。

⑥ 製 品の規格 や商標を保護す る上で懸念が

存在す る場合。 また,米 国企業に とって,

支配下 にあ る海外 子会社へ の技術移転 と

は,大 抵,第 三者への ライセ ンシングにお

いて適用 される独 占禁止法 を避けるための

行為である。

① 直接投資 を保証す ることが できないほど

市場規模が小 さい場合,あ るいは製品寿命

② 企業 は市場性 の高い技術 を有 しているも

のの,直 接投資に必要な財源や経験 に不足

している場合。

直接投資が法的規制によって妨げ られて

いる場合,あ るいは直接投資が政治的 ・経

済的な特質か ら高い リスクや不確実性 を含

む場合。

④ クロス ・ライセンシングによって相互利

⑤ 特許訴訟,あ るいは技術 開発競争が回避i

(出 所)J.Baranson,(1970),"TechnologytransferthroughtheInternationa正Firm,"The

AmericanEconomicReview,May,p.437.,よ り筆 者 作 成 。 下 線 部 筆 者 加 筆 。

で は,こ れ らの 三 ケ ー ス に つ い て,詳 し く考 察 す る こ と と した い 。

先ず表16① の後半部分のケースでは,ラ イフサイクルが著 しく短 く,よ って

その技術が最新特許技術であって も市場での評価の高いうちに早期 にライセン

シングへと廻 し,ロ イヤルティの獲得 を急こうとする多国籍企業の姿が描かれ

ていると考えられる。こうした背景 としては,技 術革新のス ピー ドが加速化 し

たことで 「技術のライフサイクル」が短縮化されたことや,技 術市場の成立に

よるライセ ンス競争の激化があると考えられよう13)。

13)こ の点 に関 して は,菰 田,前 掲論 文,第32巻 第1・2号,ユ982年9月,8～14頁,
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次 に表16④ のケースでは,「 クロス'ラ イセンシング(cross『licensin9)14)」

が取 り上げられている。 こうしたケースの場合,そ の反対給付はロイヤルティ

ではな く,相 手側の所有する同等価値の 「知識」である。つまり,自 社の所有

する最新特許技術 をライセンシングする代わ りに,他 社の所有する最新特許技

術をライセ ンシングしてもらうことが可能となるということである。その意味

ではクロス ・ライセ ンシングとは,「 非関連企業のもつす ぐれた技術へのアク

セスを強めるためのライセンス15)」,で あるとも言える(表17参 照)。

最後の表16⑤ のケースは,次 のように解 されよう。すなわち,「特許訴訟」

の 「回避」とは,例 えば自社で開発 した最新特許技術に対 し後々クレームがつ

かないように他社に先駆けてライセンシングを行い,既 成事実を確立 しておく

ことを狙 った行動であ り,一 方の 「技術開発競争」の 「回避」 とは,例 えば自

社 と同様な技術開発を進めている企業に対し,敢 えてライセンシングを行 うこ

とで競合他社の開発意欲を削いだ り,あ るいはこれまでの技術蓄積 を無駄なも

の とさせ ることを狙った行動である,と 考えられる。

以上,バ ランソンの先行研究を基に,"MNE理 論の否定する特許戦略"の

選好ケースについて考察を行 ってみた。いずれのケースも,確 かに多国籍企業

が最新特許技術 を非関連組織へとライセンシングする際の積極的な理由を有し

ている,と 考えられ得る。 また,こ の他にも同様な特許戦略が選好 されるケー

ス として,「単にロイヤルティ収益だけでなく,ラ イセンシングに付随 して原

材料,構 成部品,設 備,ノ ウハウさらに技術管理上の援助等に関する財やサー

菰 田,前 掲 書(上),山 口 大 学 経 済 学 会,1984年,69～75頁,を 参 照 の こ と 。 ま た,

各 国 多 国 籍 企 業(米 国 ・欧 州 ・日 本)に よ る ラ イセ ン ス 供 与(licenseout)・ 導

入(licensein)の 実 態 に つ い て は,G。Y.BertinandS.Wyatt,(1988),Maltina-

tionalsandlndustrialproperty,HumanitypressInternational,p.71.,を 参 照 の

こ と。

14)ク ロ ス ・ラ イ セ ン シ ン グ の 実 態 につ い て は,Telesio,(1979),op。cit.,pp.62-64.,

を 参 照 の こ と。 ま た,こ の 点 に 関 して は,菰 田,前 掲 論 文,第48巻 第1・2号,

1981年4月,130～133頁,を 参 考 と した 。

15>同 上,130頁 。
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表17米 国 多国籍企 業 の ク ロス ・ライセ ンシ ング(1974年)

ク ロ ス ・ラ イ セ ン シ ン グ ク ロ ス ・ラ イ セ ン シ ン グ

を 目的 として ライセンシ を目的 としてラ イセ ンシ
ングを行 ってい ない企業 ングを行っている企業

クロス ・ライセ ンシング協定 を持つ 企業 14(52%) 20(95%)

クロス ・ライセ ンシング協定 を持 たない企業 13(48%) 1(5%)

合 計 27(100%) 21(100%)

重 要な クロス ・ラ イセ ン シング協 定 を結 んで

いるライセ ンシーの割合

0～10%未 満 14(100%) 15(88%)

10%以 上～30%未 満 0(0%) 2(12%)

30%以 上 0(0%) 0(0%)

合 計 14(100%) 17(100%)

(出 所)Telesio,(1979),Op.cit.,P.63.

ビス提供か らの収益が長期 にわたって見込まれる場合16)」,な ども想定され得

よう(表18参 照)。

では,こ うしたケースの存在は,"MNE理 論の否定する特許戦略"が 存在

すること,す なわちMNE理 論の限界を理論的に証明する上で十分な判断材料

であると言えるだろうか。 しかし,そ うした結論を導 き出す前に,我 々には検

証すべ き事柄がある。すなわち,こ うした特許戦略の実行にとって,MNE理

論が一貫 して主張 し続ける 「知識の消散リスク」 とい う命題は,一 体 どのよう

に位置付けられるのか,と い う問題である。

そもそも,特 許戦略の実体であるライセ ンシングとい う行為には,ラ イセ ン

サーとライセンシーという二人以上の登場人物の存在が必要となる。そ して,

両者の利害が一致することよって,初 めてライセンス契約が成立する。こうし

たライセンシングについて,双 方の立場か らその長所 ・短所 を分析 したものが

表19で ある。

同表は,フ レーム(J.D.Frame)の 分析 をまとめたものであるが17),「 ライ

センサーの不利益」 として挙げられた二項 目は,ま さにMNE理 論の指摘する

16)林 悼 史 稿 「技 術 の 新 視 点 と 国 際 技 術 戦 略 」 井 沢 良 智 ・桑 名 義 晴 ・林 悼 史 共 著 『国 際

経 営 戦 略 論 』 税 務 経 理 協 会,1984年,98～99頁 。

17)J.D.Frame,(1983),InternationalBusinessandGlobalTechnology,Lexington

Books,pp.110-115.
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表18ラ イセンシングの選好理由

① 自企業 の将来のプロダク トラインを構城 しそ うもない技術 を所有す る場合。

② 期待利潤率のわ りには製品化 にかな りの開発資金 ・期間 ・リスクを伴 うような技術を所

有する場合。

③ 自企業 にとっては,プ ロダク ト ・ライフサ イクル上,後 期以降の製品系列に関する技術

である場合には,そ の技術 を導入 して利潤が若干,増 加す るよりも技術輸出による収益が

見込 まれる場合。

④ 単にロ イヤルテ ィ収 益だけでな く,ラ イセ ンシングに付随 して原材料,構 成 部品,設

備,ノ ウハ ウさらに技術管理上の援助等 に関する財やサービス提 供か らの収 益が長期にわ

たって見込 まれる場合。

⑤ ライセ ンシングによって,従 来参入 しえなかった地域への進出が可能 となる場合。

⑥ ライセ ンシングを通 して同部門他 企業 に技術供与 を行い,被 供'チ企業独 自の開発意欲を

阻害 しうる場合。

⑦ カ ントリー ・リスクが高 い諸国へ は直接投 資を回避 し,現 地企業への ライセンシングに

よって技術料収 入を確保す る。

⑧ 逆 に現地政府が外資の直接投資に強い規制を加 えている場合には,関 連技術 のライセ ン
シングを取引条件 として直接投資を行 う。

(出所)林 悼史稿 「技術の新視点 と国際技術戦略」 井沢良智 ・桑名義晴 ・林悼史共著 『国際経

営戦略論』税務経理協会,!984年,98～99頁,に 筆者修 正。下線部筆 者加筆。

表19ラ イセ ンシ ングの長 所 ・短所

ラ イセ ンサ ーの 利 益

①R&D費 の節 約 ① ロ イヤ ル テ ィ獲 得 に よ るR&D費 の 回収

② 二 重投 資 の回 避 ② ラ イセ ンシー に提 供 した 付属 品や サ ー ビ

③ 特 許 違 反の 回 避 スへ の 報酬 獲 得

④ 生 産技 術 の学 習,ス キ ルア ップ ③ 他 社 との密 接 な 取引 関係 の構 築

⑤ 新 しい生 産 ラ イ ンの 開発,既 存 の 生 産 ラ ④ 新 市場 へ の 参 入

イ ンの 強化 ② 他 社 に よ る競 合技 術 の開 発 阻
lh⑥ 優 れ た技 術

へ の ア ク セ ス

ラ イセ ンサ ーの 不 利益

① ラ イセ ンサ ー へ の技 術 的 な 従属 ① 技 術情 報 の 漏 洩

② 新技 術 開発 へ の 意 欲減 退 ② 技 術 の管 理 ・監 視 コ ス ト

③R&D能 力 の 縮小

(出 所)J.D.Frame,(1983),InternationalBztsinessandGlobalTechnology,Lexington

Books,pp.110-115.よ り筆 者 作 成。

「知識の消散リスク」を意味 していると考 えられ得る。つまり,ラ イセンシン

グの選択 には,確 かに 「知識の消散 リス ク」 という不利益が付随する,と いう

ことである。そして,MNE理 論が表16の 三ケースで取 り上げたような特許戦

略を否定する理論的根拠は,ま さにこの 「知識の消散 リスク」 という考え方に
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ある。 よって,こ の 「知識の消散 リスク」 という命題 との整合が行われなけれ

ば,"MNE理 論の否定する特許戦略"が 実在することを理論的に証明す るこ

とにはな らないのである。では,「知識の消散 リスク」の観点から,こ うした

特許戦略選好のケースは,一 体 どのように位置付けられるのであろうか。

先ず表16① の後半部分のケースでは,最 新特許技術のライフサイクルが非常

に短い と想定されているため,競 合他社が模倣 を行おうと準備している間に,

既 にそうした技術は標準化 ・陳腐化 していると考えられる。つまり,こ のケー

スの場合には,単 純にMNE理 論の懸念する 「知識の消散 リスク」は発生して

いない,と 考えることができよう。

次に表16④ のケースでは,ラ イセンシングの当事者双方それぞれがライセン

サー,ラ イセンシーの二役 を演 じることとなるため,必 然的に 「知識の消散リ

スク」への回避圧力は高められていると考えられる。なぜならば,こ うしたク

ロス ・ライセンシングといったケースの場合は,本 稿で指摘する特許戦略とい

うよりも,一 般には共同開発 といった 「戦略的提携(StrategicAlliance)」 の

一種 として捉えられるため,相 互利益の実現に向けてパー トナー同士が 「知識

の消散 リスク」を回避 し合 うと考えられ得 るか らである18)。

つ まり,以 上のニケースについては,多 国籍企業が"MNE理 論の否定す る

特許戦略"を 現実に選好 し得ることが,「 知識の消散 リスク」 との整合性の観

点か らも,一 応理論的に証明されるのである。 しかし,表16⑤ のケースでは,

特許訴訟や技術開発競争を回避することが最大の目的とされ,必 ずしも 「知識

の消散 リスク」を回避することは重要視 されていない。また,こ のケースの場

合には,い ずれ もその目的の性格上,ラ イセンス技術の中身は,む しろ最新特

18)こ うした戦略 的提 携 は,当 事者 がパ ー トナー 同士 と して協 力関係 にあ るこ とが成

立 の前 提 条件 とな って い るた め,こ う した協 力 関係 を前 提 条件 と しない"MNE

理論 の 否 定す る ラ イセ ンシ ング",す なわ ち本稿 で の特 許戦 略 とは明確 に区別 さ

れ なけ れば な らない。 しか し,下 記 の挙 げ た長谷 川信 次氏 や徳 田昭 雄氏 の研 究で

は,こ う した ライセ ンシ ングと戦略 的提携(あ るい は,企 業 間提 携)が 同一視 さ

れ てい る。長 谷 川,前 掲書,同 文舘,1998年,第 四章,徳 田昭雄 「多国籍 企業 論

におけ る企業 間提 携 の位置 づ け」『立 命館 経営 学』第38巻 第2号(通 巻220号),1999

年7月,125～143頁 。
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許技術でなければならない とされる。そ してこのことは,新 たに追加 した表18

のケースについて も同様である。 とすれば,こ れらのケースについては,特 許

戦略が選択 されることによって 「知識の消散 リスク」は,理 論的には完全に発

生していることになる。しか し,繰 り返 し述べているように,多 国籍企業がこ

うした特許戦略を選好 し得ることは,MNE理 論展開上では完全に否定 されて

い る 。

では,こ うした矛盾について,我 々は一体 どのように理解すればよいのだろ

うか。ところが,こ れ までの先行研究では,何 故かこうした矛盾に対する具体

的な分析 は一度 も行われてこなかったのである19)。よって,新 たに本稿にお

いて,こ うした矛盾に対する幾つかの可能性を提示することとした。そして,

この場合,「知識の消散 リスク」との整合性の観点か ら考えられ得る可能性は,

以下の二種類 となる。すなわち,表16⑤ のケースのような特許戦略が行われた

場合にも,多 国籍企業 自身による何 らかの操作によって 「知識の消散 リスク」

は回避 されていると考えるか,あ るいはそ もそもこうした特許戦略そのものが

「知識の消散 リスク」 という考え方では理解 し得ない存在であると考えるか,

の どちらかである。

次節では,こ れら二種類の可能性を手掛か りに,多 国籍企業による特許戦略

19)例 え ば,長 谷 川信 次氏 は,内 部化 理論 の 一つ の代替 案 として,環 境 変 数(情 報ギ ャ ッ

プ,不 確 実性)の 組 合せ に応 じた取 引形 態(ラ イセ ンシ ング,フ ラ ンチ ャイ ジ ン

グ,合 弁 企業,完 全所 有子 会社)の 柔軟 な選 択 の可能性 を説 いて いる。 長谷 川信

次 稿 「多 国籍 企業 理 論 の新展 開」 車 戸 實編 『国際経 営 論』(基 本経 営 学全 集8)

八千 代 出版,1997年,62～63頁 。 しか し,同 稿 では,こ う した代 替 案 もラ イセ ン

シ ング戦 略 の選択 につい ては,や は り 「環境 が安 定 的で,ラ イセ ンシーの行動 が

十 分 にモニ ター で きる場合 」 にの み許容 され る として,従 来 の内部 化理 論 にお け

るラ イセ ンシ ング理解 を堅 持 して いる。 同上,63頁 。 ところが,同 書 には,多 国

籍 企業 に よる こ う した特 許戦略 の重 要性 を説 く,根 本 孝氏 の論 文 も同時 に掲 載 さ

れ てお り,そ こで は特 許戦 略が 現代 多 国籍 企業 の一般 的 な技 術 管理 戦略 であ り,

頻繁 に利 用 され てい る現実 が指摘 され てい るの であ る。根 本 孝稿 「国際 テ クノ ロ

ジー戦 略」車 戸編,前 掲書,八 千代 出版,1997年,207～210頁 。筆 者 には 前出の

長 谷川氏 の ラ イセ ンシ ング観 と根本 氏 の特許 戦略 観 は,ど う して も理論 的 に相容

れ ない もの に考 え られ るのだが,我 が 国の学 界 では こ う した 矛盾 はほ とん ど問題

視 され てい ない ようであ る。
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の 選 好 問題 に つ い て,さ ら に詳 し く考 察 して い くこ と と した い 。

(未完)


